短期入所サービスを利用する届出要領
制定　平成14年４月１日

（目的）

第１条　この要領は、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11年３月31日厚生省令第38号）第13条第20号の規定を超えての短期入所サービス及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年３月14日厚生労働省令第37号）第30条第22号の規定を超えての介護予防短期入所サービス(以下「運営基準超ショート」という。）の利用が、適正に居宅サービス計画又は介護予防サービス計画に位置付けられ、サービス利用されるために、必要な事項を定める。

（事前に必要な届出）

第２条　運営基準超ショートを利用する居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を立案した者と当該サービス利用者は連名して、運営基準超ショートを利用する前に速やかに次に掲げる書類を市長に届け出なければならない。

(１)　運営基準超ショートの利用に係る届出書（別紙）

(２)　居宅サービス計画書又は介護予防サービス計画書

(３)　短期入所生活（療養）介護計画書又は介護予防短期入所生活（療養）介護計画書

２　前項にかかわらず、当該認定有効期間中に運営基準超ショートの利用が見込まれる場合においては、当該認定有効期間開始後速やかに前項各号に規定する書類を市長に届け出なければならない。

（必要な助言・指導）

第３条　市長は前条の届出の内容等を勘案し、必要があるときは、運営基準超ショートを利用する居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を立案した者に対し、助言・指導を行う。

（その他）

第４条　この要領に定めるもののほか、必要な事項については、保健福祉部長が別に定める。


　　附　則

この要領は、平成14年４月１日より施行する。

　　附　則

この要領は、平成18年４月1日より施行する。
　　附　則
この要領は、平成21年４月1日より施行する。




























































